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平成２３年度「均等・両立推進企業表彰」 

栃木労働局長優良賞を２社が受賞（１社は栃木県内初の両部門ダブル受賞！！）

 

厚生労働省では、「女性労働者の能力発揮を促進するための積極的な取り組み」（ポジ

ティブ・アクション）及び「仕事と育児・介護との両立支援のための取り組み」について、

模範となる取り組みを推進している企業を対象に「均等・両立推進企業表彰」を公募によ

り実施しています。 

栃木労働局（局長 藤井敏行）では、今年度の労働局長優良賞を次の２社に決定しま

した。なお、均等部門は４年ぶりの、両立部門は５年ぶりの受賞となります。 

表彰式は平成２３年１０月１４日（金）栃木労働局で実施します。（取材可。事前に

栃木労働局雇用均等室まで御連絡ください。） 

 

 

○「均等推進企業部門」「ファミリー・フレンドリー企業部門」労働局長優良賞 

（両部門ダブル受賞） 

シーデーピージャパン株式会社 → 取組内容（別紙１） 

 

○「均等推進企業部門」労働局長優良賞 

ネッツトヨタ宇都宮株式会社 → 取組内容（別紙２） 

 

 

 

＜参考資料＞ 

資料１ 均等・両立推進企業表彰実施要領 

資料２ 栃木県内における受賞企業一覧 

資料３ ポジティブ・アクション研修のご案内 
ポジティブ・アクション普及促進 
のためのシンボルマーク「きらら」   
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別紙１ 

  

 

 

 

 

「均等推進企業部門」「ファミリー・フレンドリー企業部門」労働局長優良賞 

シーデーピージャパン株式会社（代表取締役社長 田村 篤史） 

所在地：宇都宮市 業種：サービス業（労働者派遣業） 労働者数：133名（うち女性42名）

 具体的な目標を設定して女性の活躍推進に取組むとともに、法を上回る両立支援
制度を導入し、柔軟に運用 
 

 

ポジティブ・アクション普及促
進のためのシンボルマーク 

「きらら」 

 
＜均等推進企業部門＞ 

 

１ ポジティブ・アクション取組体制 

◇ 代表取締役社長が幹部会議において「当社の進むべき方向」として「営業部門の女

性の採用を拡大し女性割合を20％とするとともに、女性の管理職割合を20％とする」

目標を指示（平成19年12月）。統括本部長及び管理本部長を推進担当者と定めて取組

を実施し、所長会議で実施状況を共有。 

 

２ ポジティブ・アクション取組内容 

◇ 営業部門への女性の採用拡大のため、役員や面接官（女性２名含む）を対象に、男

女均等な採用に関する研修を行うとともに、「男女均等な採用選考ルール」マニュアル

を作成し、面接官全員の意思統一を実施。また、文系や女子大も求人先に含めて、女

性の応募を促進。 

◇ 営業部門への女性の職域拡大のため、新たに女性を営業部門へ配置する部署の管理

職に対して、家電、自動車、電子部品の専門的知識を有する者をサポートにつける等

のフォロー体制を指示。 

◇ 女性管理職の育成のため、管理職候補の女性をリストアップして個別に育成。キャ

リア形成についての相談体制を整備し、月１回営業所を訪問し面談をしたり、本社で

研修を実施。 

◇ 女性取締役及び部長が、女性労働者の職場に対する意見等をとりまとめるとともに、

労働者が仕事と家庭の両立を図りつつ定着できるよう、個別の家庭の事情に配慮し、

柔軟に対応。 

 

３ ポジティブ・アクション取組成果 

◇ 営業部門採用者の女性比率が、33.3％（平成20年）になった。 

◇ 営業部門の女性比率が、8.5%（平成20年）から27.1%（平成22年）になり、目標

を達成した。 

◇ 管理職の女性比率が、21.4%（平成21年）、21.7%（平成22年）、21．1％（平成23

年）となり、目標を達成。部長クラスについては、14．3％（平成21年）から33．3%

（平成23年）となり、成果が出ている。また、平成23年に女性1名を役員（部長）

に昇格させたことにより、女性役員比率が、20%（平成 21 年）から 28．6%（平成 23

年）に上昇している。 
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＜ファミリー・フレンドリー企業部門＞ 
次世代認定マーク 
（愛称 くるみん）  

 

１ 両立支援に関する基本方針 

◇ 仕事と子育てを両立させることができ、社員全員が働きやすい環境をつくることに

より、その能力を十分に発揮できることを目的として、次世代育成支援対策推進法に

基づく行動計画を策定・実施。 

◇ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定マーク（くるみん）を取得（平成22年）。 

 

２ 育児休業制度 ※ 

◇ 制  度：法を上回る労働者（すべての期間雇用者）を対象としている。 

◇ 利用状況：過去3年間の女性の育児休業取得率は100％。女性14名（うち期間雇用

者5名）が取得。なお、期間雇用者は2ヶ月契約の登録型派遣社員。男

性1名（管理職）が、２０日間取得。 

 

３ 介護休業制度 ※ 

◇ 制  度：法を上回る家族（会社が認めた者）を対象としている。 

◇ 利用状況：過去3年間に男性2名（うち管理職１名）、女性1名（管理職）が取得。 

 

※育児・介護休業については、労働者が就業継続できるよう、労働者の状況に応じて期

間の延長・分割取得を認めている。 

 

４ 所定労働時間の短縮措置等 

◇ 育児短時間勤務制度（３歳に達するまで利用可） 

◇ 育児のための所定外労働の免除（小学校就学の始期に達するまで利用可） 

◇ 介護短時間勤務制度（通算93日間、2時間短縮可） 

 

５ その他の制度 

◇ 始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ（理由を問わず利用可） 

   過去3年間に、育児のために女性1名が利用。 

◇ 介護休暇（時間単位での取得可） 

   過去3年間に、1名が利用。 

◇ ノー残業デーを設定し、労働時間の短縮を推進。 

 

６ 社内環境整備 

◇ 育児・介護休業者に対する休業中の情報提供等スムーズな職場復帰に向けた環境づ

くりを推進するとともに、原職復帰に配慮している。 

◇ 仕事と家庭の両立に配慮する必要性について、管理職に対する研修を実施。 
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別紙２ 

  

 

 

 

 

「均等推進企業部門」労働局長優良賞 

ネッツトヨタ宇都宮株式会社（代表取締役社長 髙橋 秀夫） 

所在地：宇都宮市 業種：卸売業、小売業（自動車小売業） 労働者数：178名（うち女性29名）

 よりよい職場環境の整備とともに、女性の活躍推進のためのきめ細やかな取組を

実施 
 

ポジティブ・アクション普及促
進のためのシンボルマーク 

「きらら」 

  

 

 

１ ポジティブ・アクション取組体制 

◇ 代表取締役社長より、女性営業職の採用・配置について、まずは各店舗に女性営業

職を１名配置し、いずれは複数配置を目標とするよう指示があり、取組を開始（平成

22年1月）。 

◇ 社内の現状を把握し、よりよい職場環境を作ることを目的に、全社員対象のＥＳ（社

員満足度）アンケートを実施（平成 22 年 6 月）し、各年代各部門から選ばれた男女

10名で構成するＥＳ担当者が、アンケート結果を踏まえた職場環境改善について検討

し、その結果を全社に周知。 

 

２ ポジティブ・アクション取組内容 

◇ 女性営業職の採用・配置拡大のため、女子大・短大も求人先に含め、会社案内やホ

ームページで、社内で活躍している女性社員を積極的に紹介するとともに、会社訪問

の際には自宅から近い店舗のうち、女性社員がいる店舗で職場見学ができるよう設定。 

◇ 代車のオートマ化を推進し、女子学生から質問が多い「オートマ限定免許の限定解

除」について、限定解除をする必要はないことを明確化。 

◇ 新たに女性営業職を配置する店舗の店長に対してフォロー体制について指示すると

もに、複数配置できるよう配慮。店舗外での営業が少なくなるよう顧客の振り分け時

に配慮するとともに、自宅への訪問希望があった場合には店長等が同行。 

◇ 初めて女性整備職を採用・配置したことをきっかけに、各店舗に女性社員が利用で

きる鍵付きロッカーを整備。 

◇ 育休等が昇進・昇格時にハンデにならないよう、育児・介護休業規定を改正。 

◇ 女性営業職で初めてメーカー表彰を受けた者を模範として提示。 

 

３ ポジティブ・アクション取組成果 

◇ 営業職採用者の女性比率が、33.3%（平成20年）から83.3%（平成22年）になった。 

◇ 整備職に初めて女性の応募が１名あり、採用・配置（平成22年）。 

◇ 営業職の女性比率が、14%（平成21年）から19.6%（平成23年）に上昇し、女性営

業職を配置している店舗が増えた（10店舗中７店舗に配置）。 
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（資料１） 


「均等・両立推進企業表彰」実施要領 
１ 趣旨・目的 


我が国では、男女ともにそれぞれの職業生活の全期間を通じて持てる能力を発揮できる職


場環境を整備することが求められている。このためには、企業が「女性労働者の能力発揮を


促進するための積極的な取組」及び「仕事と育児・介護との両立支援のための取組」のそれ


ぞれについて、その相乗効果を生かしつつ、推進することが必要である。 
このため、「女性労働者の能力発揮を促進するための積極的な取組」又は「仕事と育児・介


護との両立支援のための取組」について、他の模範ともいうべき取組を推進している企業を


表彰し、これを広く国民に周知することにより、上記のような職場環境の整備の促進に資す


る。 
 
２ 表彰の種類 
（１）均等・両立推進企業表彰 


厚生労働大臣最優良賞 
（２）均等推進企業部門 
    厚生労働大臣優良賞 
    都道府県労働局長優良賞 
    都道府県労働局長奨励賞 
（３）ファミリー・フレンドリー企業部門 
    厚生労働大臣優良賞 
    都道府県労働局長優良賞 
    都道府県労働局長奨励賞 
 
３ 表彰の対象 


（１）均等・両立推進企業表彰 
厚生労働大臣最優良賞 


男女ともにそれぞれの職業生活の全期間を通じて持てる能力を発揮できる職場環境を整 
備する企業として、特に他の模範ともいうべき取組を推進し、その成果が顕著である企業 


（２）均等推進企業部門 
   ア 厚生労働大臣優良賞 


 女性の能力発揮を促進するために、他の模範ともいうべき取組を推進し、その成果が認 
められる企業 


   イ 都道府県労働局長優良賞 
     地域において、女性の能力発揮を促進するために、他の模範ともいうべき取組を推進し 


ている企業 
   ウ 都道府県労働局長奨励賞 


地域において、女性の能力発揮を促進するための取組を推進していると認められる企業 
（３）ファミリー・フレンドリー企業部門 


   ア 厚生労働大臣優良賞 







（資料１） 


     仕事と育児・介護が両立できる様々な制度を持ち、多様でかつ柔軟な働き方を労働者が 
選択できるような他の模範ともいうべき取組を推進し、その成果が認められる企業 


イ 都道府県労働局長優良賞 
     地域において、仕事と育児・介護が両立できる様々な制度を持ち、多様でかつ柔軟な働 


き方を労働者が選択できるような他の模範ともいうべき取組を推進している企業 
ウ 都道府県労働局長奨励賞 


     地域において、仕事と育児・介護が両立できる様々な制度を持ち、多様でかつ柔軟な働 
き方を労働者が選択できるような取組を推進していると認められる企業 


 
４ 募集及び応募 
 （１）募集は年１回、公募により行うものとし、対象は、別添「均等・両立推進企業表彰基準」 


（以下「表彰基準」という。）を満たす企業とする。 
 （２）ファクシミリ又は郵送にて送付された応募用紙は、各都道府県労働局雇用均等室において 


受け付ける。なお、応募は電子申請でも受け付ける。 
 
５ 選考及び決定の方法 


（１） 応募書類の審査を行った後、都道府県労働局雇用均等室が、取組内容等の詳細についての 
ヒアリングを実施する。 


（２） 都道府県労働局長は、ヒアリング結果を基に、表彰基準を満たす企業の中から、都道府県 
労働局長賞の受賞企業及び厚生労働大臣賞の候補企業を決定し、厚生労働大臣に対し、厚生 
労働大臣賞候補企業の推薦を行う。 


（３）厚生労働大臣は、推薦された企業の中から、厚生労働大臣最優良賞及び厚生労働大臣優良 
賞の受賞企業を決定する。 


 
６ その他 


（１）実施要領、表彰基準及び応募用紙は厚生労働省ホームページに掲載する。 
（２）選考結果は、都道府県労働局雇用均等室が応募企業に通知する。 
（３）受賞企業には、毎年１０月に表彰状の授与等を行う。 
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別添


均等・両立推進企業表彰基準


１．厚生労働大臣最優良賞


（１）過去に均等推進企業部門の厚生労働大臣優良賞（平成１１年度若しくは平成１２年


度における労働大臣優良賞若しくは努力賞、平成１３年度若しくは平成１４年度にお


ける厚生労働大臣努力賞又は平成１５年度以降における厚生労働大臣最優良賞若しく


は優良賞を含む ）を受賞し、受賞後更に取組成果が進んでいると認められ、かつ、。


ファミリー・フレンドリー企業部門の厚生労働大臣優良賞の表彰基準を満たす企業で


あること。


または、過去にファミリー・フレンドリー企業部門の厚生労働大臣優良賞（平成１


１年度若しくは平成１２年度における労働大臣優良賞若しくは努力賞又は平成１３年


度以降における厚生労働大臣優良賞若しくは努力賞を含む ）を受賞し、受賞後更に。


取組成果が進んでいると認められ、かつ、均等推進企業部門の厚生労働大臣優良賞の


表彰基準を満たす企業であること。


（２）応募時点において、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び次世代育成支援対


策推進法の義務規定違反がないこと。


（３）上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。


２．均等推進企業部門


（１）厚生労働大臣優良賞


① 女性労働者の能力発揮を促進するための積極的取組（ポジティブ・アクション）を


企業の方針として示し、かつ積極的にこれに取り組んでいること。


② 「女性のみを対象」又は「女性優遇」の取組が、男性労働者と比較して相当程度少


ない場合（雇用管理区分ごとにみて女性労働者の割合が４割を下回っている状況）に


限られていること。


③ ポジティブ・アクションの取組のうち 「採用拡大 「職域拡大」又は「管理職登、 」、


用」の取組目標を立てていること。


④ ポジティブ・アクションの「取組体制」及び「取組内容 （ 採用拡大 「職域拡」「 」、


大 「管理職登用」又は「職場環境・職場風土の改善 ）に関する評価項目の点数が」、 」


４０点中２０点以上（労働者数３００人以下の企業については、１５点以上）あるこ


と。


、 、「 」、「 」 「 」⑤ 応募年を含め 過去３年間において 採用拡大 職域拡大 又は 管理職登用


のうち２項目以上において「取組成果」が見られること。


⑥ 雇用管理状況について全国（産業別）の平均と比較して 「管理職に占める女性割、


合」において３点（係長クラス、課長クラスともに平均並以上であり、部長クラス以


上にも女性がいること）であること。併せて、その他６項目中、ゼロ点が２項目以下


であること。


⑦ 応募時点において、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び次世代育成支援対
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策推進法の義務規定違反がないこと。


⑧ 上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。


（２）都道府県労働局長優良賞


① 女性労働者の能力発揮を促進するための積極的取組（ポジティブ・アクション）を


企業の方針として示し、かつ積極的にこれに取り組んでいること。


② 「女性のみを対象」又は「女性優遇」の取組が、男性労働者と比較して相当程度少


ない場合（雇用管理区分ごとにみて女性労働者の割合が４割を下回っている状況）に


限られていること。


③ ポジティブ・アクションの「取組体制」及び「取組内容 （ 採用拡大 「職域拡」「 」、


大 「管理職登用」又は「職場環境・職場風土の改善 ）に関する評価項目の点数が」、 」


４０点中１０点以上あること。


、 、「 」、「 」 「 」④ 応募年を含め 過去３年間において 採用拡大 職域拡大 又は 管理職登用


のうち１項目以上において成果が見られること。


⑤ 応募時点において、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び次世代育成支援対


策推進法の義務規定違反がないこと。


⑥ 上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。


（３）都道府県労働局長奨励賞


① 女性労働者の能力発揮を促進するための積極的取組（ポジティブ・アクション）を


企業の方針として示し、かつ積極的にこれに取り組んでいること。


② 「女性のみを対象」又は「女性優遇」の取組が、男性労働者と比較して相当程度少


ない場合（雇用管理区分ごとにみて女性労働者の割合が４割を下回っている状況）に


限られていること。


③ ポジティブ・アクションの「取組体制」及び「取組内容 （ 採用拡大 「職域拡」「 」、


大 「管理職登用」又は「職場環境・職場風土の改善 ）に関する評価項目の点数が」、 」


４０点中５点以上あること。


④ 応募時点において、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び次世代育成支援対


策推進法の義務規定違反がないこと。


⑤ 上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。


３．ファミリー・フレンドリー企業部門


（１）厚生労働大臣優良賞


① 両立指標の評価結果が、カテゴリーごとにおおむね３割を上回っていること。


② 以下アからクまでの措置のすべてを実施しているものであること。


ア 育児・介護休業法を上回る育児休業制度が導入されていること。


イ 育児・介護休業法を上回る介護休業制度が導入されていること。
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ウ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が利用できる所定労働時間


の短縮措置等が導入されていること。


エ 期間や回数において育児・介護休業法を上回る介護のための所定労働時間の短縮


措置等が導入されていること。


オ 企業として両立支援に取り組む方針を明確にしていること


カ 育児・介護休業終了後は、原則として原職又は原職相当職に復帰させることが就


業規則等に明記されていること。


キ 育児・介護休業終了後の円滑な職場復帰のために、休業中の情報提供、復帰後の


教育訓練等を行っていること。


ク 次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けていること、または、認定を目指


していること。


③ 過去３年間において、男性労働者が連続した１か月以上の期間、育児休業を取得し


た実績があること。又は、配偶者が出産した男性労働者が育児休業を取得した割合の


過去３年間の平均が、５％を上回っていること。


④ 過去３年間において、在籍中出産した女性労働者の８割以上が育児休業を取得して


いること。


⑤ 法定時間外労働が、企業全体で平均して労働者一人当たり年１５０時間未満である


こと。


⑥ 年次有給休暇の取得率が、企業全体で平均して６０％以上であること。


⑦ 両立指標の点数が、労働者数３０１人以上の企業については２６０点以上、労働者


数３００人以下の企業については２４０点以上であること。


⑧ 仕事と家庭を両立して、働き続けやすい企業風土があること。


⑨ その他、他の企業の模範となるような両立支援のための制度や雇用管理が行われて


いること。


⑩ 応募時点において、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の義務規定違反がな


いこと。


⑪ 上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。


（２）都道府県労働局長優良賞


① 両立指標の評価結果が、カテゴリーごとにおおむね３割を上回っていること。


② 以下アからオまでの措置のすべてを実施しているものであること。


ア 育児・介護休業法を上回る育児休業制度が導入されていること。


イ 育児・介護休業法を上回る介護休業制度が導入されていること。


ウ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が利用できる所定労働時間


の短縮措置等が導入されていること。


エ 企業として両立支援に取り組む方針を明確にしていること


オ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けていること、または認定を目指し


ていること。


③ 過去３年間において、男性労働者の育児休業取得の実績があること。


④ 過去３年間において、在籍中出産した女性労働者の８割以上が育児休業を取得して
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いること。


⑤ 法定時間外労働が、企業全体で平均して労働者一人当たり年１５０時間未満である


こと。


⑥ 年次有給休暇の取得率が、企業全体で平均して５０％以上であること。


⑦ 両立指標の点数が、労働者数３０１人以上の企業については２２０点以上、労働者


数３００人以下の企業については２００点以上であること。


⑧ 仕事と家庭を両立して、働き続けやすい企業風土があること。


⑨ その他、他の企業の模範となるような両立支援のための制度や雇用管理が行われて


いること。


⑩ 応募時点において、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の義務規定違反がな


いこと。


⑪ 上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。


（３）都道府県労働局長奨励賞


① 両立指標の評価結果が、カテゴリーごとにおおむね３割を上回っていること。


② 以下アからオまでの措置のすべてを実施しているものであること。


ア 育児・介護休業法を上回る育児休業制度が導入されていること。


イ 育児・介護休業法を上回る介護休業制度が導入されていること。


ウ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が利用できる所定労働時間


の短縮措置等が導入されていること。


エ 企業として両立支援に取り組む方針を明確にしていること


オ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けていること、または認定を目指し


ていること。


③ 過去３年間において、男性労働者の育児休業取得の実績があること。


④ 過去３年間において、在籍中出産した女性労働者の８割以上が育児休業を取得して


いること。


⑤ 法定時間外労働が、企業全体で平均して労働者一人当たり年１５０時間未満である


こと又は年次有給休暇の取得率が、企業全体で平均して５０％以上であること。


⑥ 両立指標の点数が、労働者数３０１人以上の企業については１９０点以上、労働者


数３００人以下の企業については１７０点以上であること。


⑦ 仕事と家庭を両立して、働き続けやすい企業風土があること。


⑧ その他、他の企業の模範となるような両立支援のための制度や雇用管理が行われて


いること。


⑨ 応募時点において、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の義務規定違反がな


いこと。


⑩ 上記以外の労働関係法令に関し重大な違反がないこと及びその他の法令上又は社会


通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題を起こしていないこと。





		02_（資料１）実施要領1.pdf

		03_（資料１）実施要領別添 






 
資料２


栃木県内における受賞企業一覧（栃木労働局）  


◇均等推進企業表彰（均等推進企業部門）                        


平成１１年度 栃木女性少年室長賞 株式会社下野新聞社 


平成１２年度  （該当なし） 


平成１３年度 栃木労働局長賞※１ とちぎコープ生活協同組合 


平成１４年度 栃木労働局長賞 向島流通サービス株式会社 


平成１５年度 栃木労働局長優良賞 ソニー栃木株式会社 
（現在：ソニーエナジー・デバイス株式会社栃木工場） 


平成１６年度 栃木労働局長優良賞 
宇都宮証券株式会社 
鹿沼相互信用金庫 
森山産業株式会社宇都宮工場 


平成１７年度 栃木労働局長優良賞 株式会社福田屋百貨店 


平成１８年度 栃木労働局長優良賞 北関東綜合警備保障株式会社 


平成１９年度 栃木労働局長優良賞 株式会社スズテック 


平成２０年度～平成２２年度  （該当なし） 


平成２３年度 栃木労働局長優良賞 シーデーピージャパン株式会社 
ネッツトヨタ宇都宮株式会社 


 
◇ファミリー・フレンドリー企業表彰（ファミリー・フレンドリー企業部門） 


平成１１年度 栃木女性少年室長賞 東野交通株式会社 


平成１２年度 労働大臣努力賞 ※２ 


栃木労働局長賞 ※１ 


株式会社東武宇都宮百貨店 


株式会社栃木富士通テン 


平成１３年度 栃木労働局長賞 株式会社栃木ニコン 


平成１４年度 栃木労働局長賞 医療法人北斗会 宇都宮東病院 


平成１５年度 栃木労働局長賞     


ＪＵＫＩ大田原株式会社 
（現在：ＪＵＫＩ株式会社大田原工場） 


栃木富士産業株式会社 
（現在：ＧＫＮドライブラインジャパン株式会社） 


平成１６年度 （該当なし） 


平成１７年度 栃木労働局長賞 向島流通サービス株式会社 


平成１８年度 栃木労働局長賞 
フジノン佐野株式会社 


（現在：富士フイルムオプティクス株式会社佐野工場）


平成１９年度～平成２２年度 （該当なし） 


平成２３年度 栃木労働局長優良賞 シーデーピージャパン株式会社 


 
※１ 平成１２年度より栃木労働基準局、栃木女性少年室、栃木県職業安定課・雇用保険課が統


合し栃木労働局が設置され組織名称変更。 
※２ 平成１３年度分より省名変更。現在は厚生労働大臣賞。 








    ～～～～研修研修研修研修のごのごのごのご案内案内案内案内～～～～    


 


企企企企企企企企業業業業業業業業のののののののの持持持持持持持持続続続続続続続続性性性性性性性性をををををををを支支支支支支支支ええええええええるるるるるるるる人人人人人人人人材材材材材材材材戦戦戦戦戦戦戦戦略略略略略略略略        


～女性の力を活かすためのポジティブ・アクション研修～ 


主催／みずほ情報総研株式会社 


 


 厳しい経済情勢にあるわが国社会にあって、性別や年齢などに関わらずやる気と能力を発揮できる職場をつ


くり多様な人材の能力を活かすことは、重要な経営課題となっています。そこで、企業の持続性を支える人材


戦略として、女性の能力発揮促進に向けポジティブ・アクション（男女間格差の解消を目指して個々の企業が


進める自主的かつ積極的な取組）に関する具体的な対応策や取り組み方に焦点をあてた実践的な研修を開催し


ます。 


自社のポジティブ・アクション取組プランの作成に取り組むことで主体的な問題意識と取組意欲の向上を図


るプログラムとなっております。企業の人事労務担当の皆様のご参加をお待ちしております。 


 


    開催日時開催日時開催日時開催日時・・・・開催場所開催場所開催場所開催場所    


 


◆ みずほ情報総研株式会社 ホームページ 「イベント・セミナー」コーナー 


http://www.mizuho-ir.co.jp/seminar/info/2011/positiveaction.html 


 


開催地開催地開催地開催地    開催日時開催日時開催日時開催日時・・・・会場会場会場会場    開催地開催地開催地開催地    開催日時開催日時開催日時開催日時・・・・会場会場会場会場    


札幌市 


2011 年 11 月 22 日（火） 14:00～17:00 


札幌市教育文化会館 


秋田市 


2011 年 12 月 16 日（金） 13:00～16:00 


アキタ・スクエア 


宇都宮市 


2011 年 10 月 24 日（月） 13:00～16:00 


栃木県総合文化センター 


高崎市 


2012 年 1 月 26 日（木） 13:00～16:00 


高崎商工会議所 


さいたま市 


2011 年 10 月 20 日（木） 13:00～16:00 


大宮ソニックシティ 


さいたま市 


2011 年 11 月 24 日（木） 13:00～16:00 


大宮ソニックシティ 


さいたま市 


2012 年 1 月 23 日（月） 13:00～16:00 


大宮ソニックシティ 


船橋市 


2011 年 12 月 12 日（月） 13:00～16:00 


サン・グランドホテル船橋 


船橋市 


2012 年 2 月 6 日（月） 13:00～16:00 


サン・グランドホテル船橋 


東京都心 


2011 年 10 月 4 日（火） 13:00～16:00 


みずほ情報総研株式会社 


東京都心 


2011 年 11 月 18 日（金） 13:00～16:00 


みずほ情報総研株式会社 


東京都心 


2011 年 12 月 15 日（木） 13:00～16:00 


みずほ情報総研株式会社 


東京都心 


2012 年 1 月 18 日（水） 13:00～16:00 


みずほ情報総研株式会社 


東京都心 


2012 年 2 月 16 日（木） 13:00～16:00 


みずほ情報総研株式会社 


八王子市 


2012 年 2 月 8 日（水） 13:00～16:00 


八王子市南大沢文化会館 


横浜市 


2011 年 11 月 8 日（火） 13:00～16:00 


かながわ労働プラザ 


横浜市 


2012 年 1 月 11 日（水） 13:00～16:00 


かながわ労働プラザ 


川崎市 


2011 年 10 月 25 日（火） 13:00～16:00 


川崎市産業振興会館 


静岡市 


2011 年 11 月 28 日（月） 13:00～16:00 


静岡労政会館 


浜松市 


2011 年 12 月 21 日（水） 13:00～16:00 


アクトシティ浜松 研修交流センター 


松本市 


2011 年 11 月 10 日（木） 13:00～16:00 


松本市駅前会館 


名古屋市 


2011 年 11 月 29 日（火） 13:00～16:00 


愛知県産業労働センター ウインクあいち 


名古屋市 


2011 年 12 月 22 日（木） 13:00～16:00 


愛知県産業労働センター ウインクあいち 


名古屋市 


2012 年 2 月 13 日（月） 13:00～16:00 


愛知県産業労働センター ウインクあいち 


福井市 


2011 年 11 月 14 日（月） 13:00～16:00 


福井県国際交流会館 


京都市 


2011 年 11 月 15 日（火） 13:00～16:00 


京都教育文化センター 


大阪市 


2011 年 10 月 27 日（木） 13:00～16:00 


エル・おおさか（大阪府立労働センター） 


大阪市 


2011 年 11 月 30 日（水） 13:00～16:00 


エル・おおさか（大阪府立労働センター） 


大阪市 


2012 年 2 月 14 日（火） 13:00～16:00 


エル・おおさか（大阪府立労働センター） 


和歌山市 


2011 年 10 月 28 日（金） 13:00～16:00 


和歌山県男女共同参画センター りぃぶる 


岡山市 


2012 年 1 月 17 日（火） 13:00～16:00 


オルガビル 


広島市 


2011 年 12 月 6 日（火） 14:00～17:00 


アステールプラザ 


高松市 


2012 年 1 月 16 日（月） 13:00～16:00 


サンポートホール高松 


福岡市 


2011 年 12 月 5 日（月） 13:00～16:00 


博多バスターミナル 


鹿児島市 


2011 年 12 月 9 日（金） 13:00～16:00 


宝山ホール（鹿児島県文化センター） 


  


厚生労働省委託事業厚生労働省委託事業厚生労働省委託事業厚生労働省委託事業    無料無料無料無料セミナーセミナーセミナーセミナー    


詳細は 


こちら 







 


    研修内容研修内容研修内容研修内容・・・・プログラムプログラムプログラムプログラム（（（（予定予定予定予定））））    


 


 対象とする方    ○人事労務管理担当役員、人事労務管理担当者 等 


 研修の特徴     ○経営戦略として取り組みの必要性をご説明いただける、豊富なデータや事


例を用意  


○自社の現状を客観視し、優先課題を明確化するステップの紹介  


○自社でのポジティブ・アクション取組プランの策定 


○研修後に個別相談会を実施  


○現場での経験豊富な講師による進行 


 


配分配分配分配分    研修項目研修項目研修項目研修項目    研修内容研修内容研修内容研修内容    


15 分 Ⅰ.ダイバシティの一環としての女性


活躍推進（レクチャー） 


・ダイバシティとは 


・働く女性の現状 


・ポジティブ・アクションとは 


45 分 Ⅱ.女性の活躍に関する自社の現状 


個人作業＋グループワーク① 


・各自で自社の現状（取組状況・課題・阻害要因等）等を整理 


・グループワークにて、自社の現状を相互に情報交換 


30 分 Ⅲ.ポジティブ・アクション推進に向け


て（レクチャー） 


・ポジティブ・アクションの効果 


・ポジティブ・アクションの進め方（取組ステップ、均等法等） 


・女性の活躍を支える企業風土～風土の元となる意識～ 


10 分 （休憩）  


20 分 Ⅳ.先進取組事例紹介（DVD） ・ポジティブ・アクションに関して先進的な取組を行っている企業のインタ


ビューを放映、講師による解説を実施 


45 分 Ⅴ.自社のポジティブ・アクション取組


計画 


個人作業＋グループワーク② 


・自社におけるポジティブ・アクション取り組みプランの作成（自社の目標


設定、具体的取り組み計画作成） 


・グループ内で自社取り組みプランを発表 


・相互に情報交換、アドバイス 


15 分 全体相談会 ・ポジティブ・アクション推進の取組の意義・具体的取組のまとめ 


・これから取組むにあたって、悩みや障害等の相談 


・厚生労働省のアンケートへの回答・回収 


10 分 個別相談（任意参加）  


※本研修は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局からの委託事業です。 


※研修内容は、やむを得ない事情等により変更される可能性があります。あらかじめご了承ください。 


 


    参加参加参加参加申込申込申込申込・・・・おおおお問問問問いいいい合合合合せせせせ先先先先    


 


 参加申込、お問い合わせは､みずほ情報総研株式会社のホームページの「イベント・セミナー」コーナーよ


りお願いします。 


 ◆ みずほ情報総研株式会社 ホームページ 「イベント・セミナー」コーナー 


      http://www.mizuho-ir.co.jp/seminar/info/2011/positiveaction.html 


 ◆ 問い合わせ先 


      みずほ情報総研株式会社 社会経済コンサルティング部 


      ポジティブ・アクション展開事業事務局    担当：砂川、野中、山岡 


      電 話：03-5281-5424   FAX ：03-5281-5443 


      E-mail：positive-action@mizuho-ir.co.jp 





